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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第96期
第１四半期
累計期間

第97期
第１四半期
累計期間

第96期

会計期間
自 平成27年４月１日

至 平成27年６月30日

自 平成28年４月１日

至 平成28年６月30日

自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日

売上高 （千円） 1,616,663 1,578,733 6,316,105

経常利益 （千円） 68,719 70,957 132,801

四半期（当期）純利益 （千円） 68,492 62,527 166,486

持分法を適用した場合の投資
利益

（千円） ― ― ―

資本金 （千円） 2,394,398 2,394,398 2,394,398

発行済株式総数 （千株） 62,280 62,280 62,280

純資産額 （千円） 2,304,316 2,216,203 2,184,807

総資産額 （千円） 5,992,161 5,537,447 5,420,854

１株当たり四半期（当期）　
純利益金額

（円） 1.10 1.01 2.68

潜在株式調整後１株当たり　
四半期（当期）純利益金額

（円） ― ― ―

１株当たり配当額 （円） ― ― ―

自己資本比率 （％） 38.5 40.0 40.3
 

(注) １ 当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標の推移につい

ては、記載しておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  当社は子会社株式及び関連会社株式を有していないので、持分法を適用した場合の投資利益については、記

載しておりません。

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

　また、当社は関係会社を有しておらず、その異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれておりません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（１）業績の状況

当第１四半期累計期間（平成28年４月１日～平成28年６月30日）におけるわが国経済は、雇用情勢等の改善が見

られたものの、景気に力強さを欠く状況になっております。海外においては、米国経済の改善基調が続いたもの

の、中国等での成長鈍化や英国のＥＵ離脱問題による影響から、景気の先行き不透明感は払拭できない状況にあり

ます。

当業界におきましても、荷動きに鈍化傾向がみられる等、楽観視できない状況にあります。　

このような状況の中、当社におきましては、取引採算の確保、経費の削減に取組んでまいりました。

当第１四半期累計期間（平成28年４月１日～平成28年６月30日）における当社の業績は、荷動き鈍化の影響を受

け、営業収入は伸び悩みました。第１四半期末近くになって円高となった影響により、輸入関連の営業収入はやや

回復したものの、輸出関連の営業収入には厳しいものがありました。また、前年同四半期累計期間で16,280千円計

上 し た 投 資 有 価 証 券 売 却 益 は 、 当 四 半 期 累 計 期 間 に お け る 計 上 は あ り ま せ ん で し

た。　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

この結果、当第１四半期累計期間における営業収入は1,578,733千円で、前年同四半期累計期間と比べ37,930千円

（2.3％）の減収となりました。営業利益は53,613千円で、前年同四半期累計期間と比べ4,402千円（7.6％）の減

益、経常利益は70,957千円で、前年同四半期累計期間と比べ2,237千円（3.3％）の増益となりました。また、四半

期純利益は62,527千円となり、前年同四半期累計期間と比べ5,964千円（8.7％）の減益となりました。

 

各セグメントの業績の状況は次の通りであります。　

①港湾運送事業　

当社の主要セグメントである当セグメントにおきましては、第１四半期末近くになって円高となった影響によ

り、輸入関連の収入はやや回復したものの、輸出関連の収入には厳しいものがありました。　

この結果、営業収入（セグメント間の内部売上高又は振替高を除く)は1,520,753千円で、前年同四半期累計期間

と比べ40,309千円（2.6％）の減収となり、全セグメントの96.3％を占めております。　

セグメント利益（営業利益）は123,807千円で、前年同四半期累計期間と比べ16,754千円（11.9％）の減益となり

ました。

 

②自動車運送事業

当セグメントにおきましては、引き続き厳しい状況が続きました。

この結果、営業収入（セグメント間の内部売上高又は振替高を除く)は56,293千円で、前年同四半期累計期間と比

べ2,363千円（4.4％）の増収となり、全セグメントの3.6％を占めております。

セグメント損失（営業損失）は経費削減等が寄与し7,712千円で、前年同四半期累計期間と比べ1,358千円（前年

同四半期累計期間は6,353千円）の減益となりました。
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③その他

当セグメントにおきましては、前年同四半期累計期間と比べ、輸入関連の取扱が微増したことにより、海上保険

収入も微増となりました。

この結果、営業収入は1,686千円で、前年同四半期累計期間と比べ15千円（0.9％）の増収となり、全セグメント

の0.1％を占めております。

セグメント利益（営業利益）は1,665千円で、前年同四半期累計期間と比べ18千円（1.1％）の増益となりまし

た。

 

（２）財政状態の分析

　（流動資産）

当第１四半期会計期間末における流動資産は、前事業年度末より163,834千円増加して3,292,829千円となりまし

た。これは現金及び預金の増加212,345千円、立替金の減少70,696千円等によるものであります。　

（固定資産）　

当第１四半期会計期間末における固定資産は、前事業年度末より45,331千円減少して2,234,996千円となりまし

た。これは投資有価証券の減少28,417千円、のれんの減少6,982千円、建物（純額）の減少4,391千円、差入保証金

の減少4,141千円等によるものであります。

（繰延資産）　

当第１四半期会計期間末における繰延資産は、前事業年度末より909千円減少して9,621千円となりました。これ

は社債発行費の減少によるものであります。　

（流動負債）　

当第１四半期会計期間末における流動負債は、前事業年度末より33,907千円増加して1,492,396千円となりまし

た。これは未払金の増加38,249千円、１年内返済予定の長期借入金の増加26,478千円、賞与引当金の減少26,496千

円等によるものであります。　

（固定負債）　

当第１四半期会計期間末における固定負債は、前事業年度末より51,289千円増加して1,828,847千円となりまし

た。これは長期借入金の増加68,001千円、社債の減少17,750千円等によるものであります。　

（純資産）

当第１四半期会計期間末における純資産は、前年事業度末より31,396千円増加して2,216,203千円となりました。

これは繰越利益剰余金の増加のうち四半期純利益による増加分62,527千円、その他有価証券評価差額金の減少

31,106千円等によるものであります。

なお、株主総会決議に基づき、資本準備金261,830千円、その他資本剰余金433,446千円、利益準備金5,856千円を

減少させ、繰越利益剰余金に701,133千円を充当（欠損填補）しておりますが、これによる純資産の増減はありませ

ん。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成28年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 62,280,394 62,280,394
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は1,000株
であります。

計 62,280,394 62,280,394 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

 

(千円)

資本金残高

 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年６月24日 － 62,280,394 ― 2,394,398 261,830 52,473
 

　（注）会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振替えたものであります。

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成28年３月31日現在　

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）
－ －

普通株式 111,000
（相互保有株式）

－ －
普通株式 －

完全議決権株式（その他） 普通株式 61,396,000 61,396 －

単元未満株式 普通株式 773,394 － －

発行済株式総数  62,280,394 － －

総株主の議決権 － 61,396 －
 

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が12,000株（議決権

12個）含まれております。

２　「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社保有の自己株式493株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成28年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 大阪市西区西本町     

株式会社大運 1-10-10 111,000 － 111,000 0,17

計 － 111,000 － 111,000 0,17
 

　（注）　本四半期報告書提出日現在、所有者の住所が変更されております。

　　　　　新住所：大阪市中央区久太郎町４-１-３　

　

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成28年４月１日から平成28年

６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期財務諸表につ

いて、かがやき監査法人により四半期レビューを受けております。

 

３　四半期連結財務諸表について

当社は子会社を有していないので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,907,888 2,120,234

  受取手形 1,620 2,230

  営業未収入金 704,774 692,192

  立替金 477,052 406,356

  その他 41,110 73,986

  貸倒引当金 △2,452 △2,171

  流動資産合計 3,129,995 3,292,829

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 155,319 150,928

   構築物（純額） 3,071 2,999

   機械及び装置（純額） 9,841 8,847

   車両運搬具（純額） 72,528 71,817

   工具、器具及び備品（純額） 10,444 9,576

   土地 576,183 576,183

   リース資産（純額） 40,610 37,716

   有形固定資産合計 867,999 858,069

  無形固定資産   

   のれん 307,241 300,258

   その他 50,929 44,996

   無形固定資産合計 358,170 345,254

  投資その他の資産   

   投資有価証券 718,226 689,809

   差入保証金 118,538 114,396

   その他 494,466 494,133

   貸倒引当金 △277,072 △266,666

   投資その他の資産合計 1,054,157 1,031,672

  固定資産合計 2,280,328 2,234,996

 繰延資産   

  社債発行費 10,530 9,621

  繰延資産合計 10,530 9,621

 資産合計 5,420,854 5,537,447
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 42,619 42,613

  営業未払金 513,245 494,078

  短期借入金 45,800 33,200

  1年内償還予定の社債 156,800 156,800

  1年内返済予定の長期借入金 544,127 570,605

  未払金 33,951 72,200

  未払法人税等 26,079 16,242

  賞与引当金 35,806 9,310

  その他 60,060 97,346

  流動負債合計 1,458,489 1,492,396

 固定負債   

  社債 332,000 314,250

  長期借入金 1,154,310 1,222,311

  退職給付引当金 207,891 210,200

  その他 83,357 82,086

  固定負債合計 1,777,558 1,828,847

 負債合計 3,236,047 3,321,243

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,394,398 2,394,398

  資本剰余金   

   資本準備金 314,304 52,473

   その他資本剰余金 433,446 －

   資本剰余金合計 747,751 52,473

  利益剰余金   

   利益準備金 5,856 －

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 △701,133 62,527

   利益剰余金合計 △695,277 62,527

  自己株式 △11,054 △11,079

  株主資本合計 2,435,817 2,498,319

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 △251,010 △282,116

  評価・換算差額等合計 △251,010 △282,116

 純資産合計 2,184,807 2,216,203

負債純資産合計 5,420,854 5,537,447
 

 

 

EDINET提出書類

株式会社大運(E04247)

四半期報告書

 9/17



(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

営業収入 1,616,663 1,578,733

営業原価 1,473,803 1,454,071

営業総利益 142,859 124,661

販売費及び一般管理費 84,844 71,047

営業利益 58,015 53,613

営業外収益   

 受取利息 23 8

 受取配当金 11,745 10,666

 受取手数料 6,380 6,328

 受取家賃 8,447 17,866

 雑収入 5,023 11,016

 営業外収益合計 31,620 45,886

営業外費用   

 支払利息 10,331 6,424

 社債発行費償却 1,027 909

 支払手数料 5,755 6,382

 賃貸費用 3,316 9,839

 雑損失 488 4,988

 営業外費用合計 20,917 28,542

経常利益 68,719 70,957

特別利益   

 固定資産売却益 1,754 4,075

 投資有価証券売却益 16,280 －

 特別利益合計 18,034 4,075

特別損失   

 固定資産売却損 － 30

 固定資産除却損 540 －

 投資有価証券売却損 2,562 －

 投資有価証券評価損 5,869 －

 特別損失合計 8,972 30

税引前四半期純利益 77,782 75,002

法人税、住民税及び事業税 9,289 12,474

法人税等合計 9,289 12,474

四半期純利益 68,492 62,527
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

 　該当事項はありません。

 
(会計方針の変更)

法人税の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取り扱い」（実務対応

報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設

備 及 び 構 築 物 に 係 る 減 価 償 却 方 法 を 定 率 法 か ら 定 額 法 に 変 更 し て お り ま

す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

なお、この変更による当第１四半期累計期間の損益に与える影響はありません。

 

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期累計期間

(自　平成28年４月１日至　平成28年６月30日)

税金費用の計算

税金費用については、当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。
 

 

 

(追加情報)

当第１四半期累計期間

(自　平成28年４月１日至　平成28年６月30日)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第

１四半期会計期間から適用しております。
 

 

 
 

(四半期貸借対照表関係)

該当事項はありません。

 
(四半期損益計算書関係)

該当事項はありません。
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりで

あります。

 前第１四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
　　至　平成27年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成28年４月１日
　　至　平成28年６月30日）

減価償却費 19,836千円 19,403千円

のれんの償却額 6,982千円  6,982千円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１　配当に関する事項

該当事項はありません。

 

２　基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となるも

の

該当事項はありません。

 

３　株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

当第１四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１　配当に関する事項

該当事項はありません。

 

２　基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となるも

の

該当事項はありません。

 

３　株主資本の著しい変動

当社は、平成28年６月24日開催の定時株主総会において、会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金の額を

減少させ同額をその他資本剰余金に振り替えるとともに、会社法第452条の規定に基づき、当該振替後のその他資本剰

余金の全額を処分して、繰越利益剰余金の欠損を補填することを決議いたしました。　

　この結果、当第１四半期累計期間において、資本剰余金は695,277千円減少し、利益剰余金は同額増加しておりま

す。　
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期財務
諸表計上額
（注）３港湾運送事業

自動車運送
事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 1,561,062 53,929 1,614,992 1,671 1,616,663 ― 1,616,663

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

451,927 109,911 561,838 ― 561,838 △561,838 ―

計 2,012,990 163,840 2,176,830 1,671 2,178,502 △561,838 1,616,663

セグメント利益又は
損失(△)

140,562 △6,353 134,209 1,646 135,855 △77,839 58,015
 

(注) １.　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険その他を含んでおります。

２.　セグメント利益の調整額の内容は、△77,839千円は全社費用であり、その内容は主に報告セグメントに帰

属しない一般管理費であります。

３.　セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期財務
諸表計上額
（注）３港湾運送事業

自動車運送
事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 1,520,753 56,293 1,577,046 1,686 1,578,733 ― 1,578,733

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

400,142 104,797 504,940 ― 504,940 △504,940 ―

計 1,920,895 161,091 2,081,987 1,686 2,083,673 △504,940 1,578,733

セグメント利益又は
損失(△)

123,807 △7,712 116,095 1,665 117,761 △64,147 53,613
 

(注) １.　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険その他を含んでおります。

２.　セグメント利益の調整額の内容は、△64,147千円は全社費用であり、その内容は主に報告セグメントに帰

属しない一般管理費であります。

３.　セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 

　　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

 
前第１四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

　１株当たり四半期純利益金額 １円10銭 1円01銭

　（算定上の基礎）   

　四半期純利益金額（千円） 68,492 62,527

　普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

　普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 68,492 62,527

　普通株式の期中平均株式数（千株） 62,171 62,168
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年８月12日

株式会社　大運

取締役会  御中

かがやき監査法人
 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   上   田   勝   久   印

 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   奥   村   隆   志   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大運の

平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第97期事業年度の第１四半期会計期間(平成28年４月１日から平成28年６

月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大運の平成28年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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